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お申し込みは裏面へ！

　2011年9月16日発効のAIAに基づく特許法の改正が成立し6年が経過。発行される特許の50％
以上が、AIA改正法に基づくものだということが最近の調査で分かりました。
　変化の著しい米国特許業界、特に手続き面では、「発明の主題拒絶の増加」「U.S.P.T.O.提出
書類の電子提出システムの進展」「NPEによる訴訟の減少」に特徴的な変化がありました。
　第2版では、それらの変化に特化させ、また、フォームを最新のものにし説明を追加しました。
特許の主題 （同法101条）、新規性 （同法102条） やミーンズプラスファンクションの規定を含む
記載要件 （同法112条） に関しては、重要判決を交えながら説明しています。最新知識の習得に
最適な一冊となっており、米国特許法に携わる初学者にもわかりやすく解説しています。

ISBN978-4-8271-1297-9

岩井 智子（編集/解説・翻訳）・
李 菲菲（翻訳）
B5判　500頁　定価4,860円
送料460円

渋谷 達紀　著
A5判　376頁　定価3,780円
送料350円

中国での商標権取得におすすめの一冊!!!

中国商標に関する
商品及び役務の類似基準（日本語・英語訳付）

及びその解説　国際分類第11版対応

企業を守る盾として

不正競争防止法

　13億を超える人口を抱える中国は、巨大な市場として魅力的なものとなります。かの地で商
標権を得ることはビジネス上有効ですが、それには商標類似の範囲を知る必要があります。本
書の第Ⅰ編は、中国商標局編集の「類似商品及び役務の区分表」（2017年）に日本語と英語の
翻訳を対象形式により編集したものです。第Ⅱ編では商標局が「類似商品及び役務の区分表」
に未掲載の商品及び役務について許容されるものを段階的に公表したものを纏めたものです。
第Ⅲ編では、商品及び役務の類否が重要となった14の判決を紹介しています。中国での商標権
取得・行使を確実なものとするため、出願書類の記載に必須なものとして、おすすめの一冊です。

ISBN978-4-8271-1296-2

　本書では、不正競争の概念、不正競争と不法行為との意義
の相違、独占禁止法が禁止している不公正な取引方法と不正
競争の関係、不正競争防止法と景品表示法などの消費者保護
法との交錯関係などについても検討しています。
　実際の訴訟で取り上げられた論点や、判例を多数紹介して
おり、実例に触れた学習が行えますので、企業関係者や法律
の実務者必携の1冊といえます。

ISBN978-4-8271-1236-8

発明推進協会　編
A5判　632頁　定価3,240円
送料350円

条文を覚える近道！

平成27年改正
対照式工業所有権四法

　本書は、いわゆる工業所有権四法を、準用が多い特許法を中心に、似た条
文を並べ替えたものです。特許法の準用はもちろんのこと、書換え条文にも
対応します。特許法・実用新案法・意匠法・商標法の四法の関連を一目で理
解でき、記憶するのが容易になります。「特許法等の一部を改正する法律」（平
成27年法律第55号）、「不正競争防止法の一部を改正する法律」（平成27年法律
第54号）及び「行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」

（平成26年法律第69号）等の改正を組込んでいます。是非お買い求めください。

ISBN978-4-8271-1266-5

大坂 雅浩　著
A5判　360頁　定価3,780円
送料350円

バージョンアップした第２版！

第２版
米国特許手続ハンドブック

竹田 稔　服部 誠　著
A5判　664頁　定価5,940円
送料350円

不正競業編に商標編を追加！

知的財産権訴訟要論
〔不正競業・商標編〕　第４版

　本書は、「知的財産権侵害要論（不正競業編）第3版」に、「知的財産権訴訟
要論（特許・意匠・商標編）」の中の商標編を合体した改訂版です。平成21年、
平成23年及び平成27年の不正競争防止法改正による営業秘密に関する規制強
化、平成20年の景品表示法改正、平成21年及び平成25年の独占禁止法の改正、
さらに、平成26年改正による新しい商標としての音・色彩・動き・ホログラム・
位置の追加の導入、商標の定義規定の改正、使用の定義の改正等について解
説するとともに新たな判例、学説などの最新の資料を追加補充しています。

ISBN978-4-8271-1293-1

特許庁　編
A4判　920頁　定価3,000円
送料実費

１月１日からの適用の基準です！

類似商品・役務審査基準
国際分類第11-2018版対応

　商標登録出願には、商品名若しくは役務名を記載する必要
があります。具体的な商品名及び役務名をこの「類似商品・
役務審査基準」に基づいて願書等に記載しなければなりませ
ん。本書は、出願人等において、出願や調査等に必要不可欠
なものです。2018年1月1日に適用が始まった国際分類第11-
2018版に対応しています。

ISBN978-4-8271-1305-1


